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１．18 年 2 月期の業績（平成 17 年 3 月 1 日～平成 18 年 2 月 28 日） 

（１） 経営成績              （注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 

 
営 業 収 益 

〔売  上  高〕 
営 業 利 益 経 常 利 益 

                 百万円      ％         実質        百万円      ％      百万円      ％

18 年 2 月期 
    ８４４,２９０    0.3  (  1.0 ) 

  〔 ８３２,９１７    0.2〕  (  0.9 ) 
 ２１,３３０   13.0 ２２,１４２    12.9

17 年 2 月期 
    ８４１,９０９ △10.1    (△3.8 ) 

  〔 ８３１,００６ △10.0〕  (△3.6 ) 
 １８,８７２    4.8 １９,６１３    12.5

 

 

 
当期純利益 

１株当たり 

当期純利益 

潜在株式調整

後1株当たり      

当 期 純 利 益      

株主資本     

当 期     

純利益率     

総 資 本     

経 常     

利 益 率     

売 上 高     

経 常     

利 益 率     

 百万円 ％ 円 銭 円 銭 ％ ％ ％

18 年 2 月期 １０,７１４ 24.8 ３４．７６ ３３.２１ ５.６ ３.４ ２.７

17 年 2 月期 ８,５８７ 215.7 ２７．８６ ２６.６０ ４.８ ３.０ ２．４

(注) 1.期中平均株式数 18 年 2 月期 308,182,800 株 17 年 2 月期 308,192,051 株   2.会計処理の方法の変更 有・○無 

 3.営業収益〔売上高〕、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は､対前年増減率 

     4.当期の営業収益（売上高）の前年増減率 0.3%実質 1.0%の相違は、別添の第 140 期決算説明資料６ページ注記欄を参 

照ください。         

（２）配当状況 
１株当たり年間配当金 

 
     中 間 期 末 

配当金総額

（年 間）
配 当 性 向       

株 主 資 本       

配 当 率       

円 銭 円 銭 円 銭 百万円             ％               ％
18 年 2 月期 ９.００ ４．５０ ２,７７３ ２５.９ １.４

17 年 2 月期 ７.５０ 

４．５０

３．７５ ３．７５ ２,３１１ ２６.９     １.３

（３）財政状態 

 総 資 産 株 主 資 本 株主資本比率 １株当たり株主資本        
 百万円 百万円 ％        円  銭

18 年 2 月期 ６４３,１８６ ２０２,０４５ ３１.４ ６５５.４６

17 年 2 月期 ６４７,０６８ １８３,１４７ ２８.３ ５９４.３１

(注)1.期末発行済株式数 18 年 2月期 308,245,898 株 17 年 2 月期 308,166,598 株 

   2.期末自己株式数  18 年 2月期   779,022 株 17 年 2 月期   717,784 株 

２．19 年 2 月期の業績予想（平成 18 年 3 月 1 日～平成 19 年 2 月 28 日） 

 
営 業 収 益        

〔 売 上 高 〕         
営 業 利 益      経 常 利 益      当期純利益      

 

中 間 期 
 

通       期 

       百万円   ％     実質

 ４１３,９００ 2.2  (2.6)

〔 ４０８,４００  2.3〕 (2.7)

 ８５８,８００ 1.7  (1.9)

〔 ８４７,７００ 1.8〕 （2.0)

百万円  %

９,３００  2.5

２３,３００  9.2

百万円  % 

１０,６００   1.9

 

  ２４,６００  11.1 

百万円  %

  ５,２００ 83.4

 

１３,７００ 27.9

 

（参考）1株当たり予想当期純利益（通期）42 円 25 銭（4月 11 日現在の予想期末株式数にて算出しております｡） 

(注) 1. 営業収益等の前年増減率の（実質）は別添の第 140 期決算説明資料６ページ注記欄を参照ください。 

2.上記業績予想は、現時点での入手可能な情報に基づいておりますが、実際の業績は様々な要因により、予想数値とは

異なる場合がございます。なお上記業績予想に関する事項は、決算短信(連結)の添付資料の 10,11 ページを参照くだ

さい。 

 

 

 

－１－ 

1株当たり年間配当金            

中間 期末  
円  銭 円  銭 円  銭   

中 間 期 

通    期 

 4  50 

   ― 

    ― 

4  50 

   ― 

9  00 



比 較 貸 借 対 照 表 

                                   （単位 百万円） 
 
         期 別 

科 目 
 

当会計年度 

（18.2.28） 

前会計年度 

（17.2.28） 
増 減 高      

（ 資 産 の 部 ）            

流 動 資 産         １２９,６３３ １３５,６９３ △   ６,０６０

現 金 及 び 預 金          ４１,６７１ ４８,７８９ △   ７,１１８

受 取 手 形          １,８０９ １,８４１ △           ３１

売 掛 金          ３０,６２７ ２７,７２３ ２,９０４

商 品          ３０,０９９ ２９,９４８ １５０

貯 蔵 品          １８６ ２２４ △      ３７

前 渡 金          １ ４ △       ２

前 払 費 用          ２,８９５ ２,７６３ １３１

短 期 貸 付 金          ３,２８６ ７,１０８ △   ３,８２２

繰 延 税 金 資 産          ３,２６８ ４,２３０ △      ９６２

差 入 保 証 金 ７,２３９ ― ７,２３９

そ の 他          ９,４００ １３,２２２ △   ３,８２１

貸 倒 引 当 金          △     ８５３ △     １６３ △      ６９０

固 定 資 産         ５１３,５５３ ５１１,３７４ ２,１７８

有 形 固 定 資 産         ２０５,４４６ ２０８,３９９ △   ２,９５２

建 物          ７５,８５８ ７９,４５１ △   ３,５９３

構 築 物          ９０４ ９８１ △       ７７

車 両 及 び 運 搬 具          ２ ２        ０

器 具 及 び 備 品          ６,７６４ ６,８８７ △     １２２

土 地          １１６,８１３ １１８,５３９ △   １,７２６

建 設 仮 勘 定          ５,１０４ ２,５３７ ２,５６７

無 形 固 定 資 産         ８,０６９ ７,９６２ １０６

借 地 権          ５,０６９ ５,０６９ ―

そ の 他          ３,０００ ２,８９３ １０６

投資その他の資産 ３００,０３７ ２９５,０１２ ５,０２４

投 資 有 価 証 券          ６７,５１４ ４５,４０２ ２２,１１２

関 係 会 社 株 式 ６１,７０５ ６１,６１４ ９０

長 期 貸 付 金          ８３,７７９ ８８,４８９ △   ４,７０９

長 期 保 証 金          ９２,１８６ ９７,５６１ △   ５,３７５

繰 延 税 金 資 産          ３,１５９ １４,９４４ △  １１,７８５

そ の 他          ２,３３３ ２,９１３ △     ５８０

貸 倒 引 当 金          △   １０,６４３ △   １５,９１４ ５,２７１

資 産 合 計         ６４３,１８６ ６４７,０６８ △    ３,８８１

 

 

 

 

 

 

 

－２－ 

 

 



                                   （単位 百万円） 
 
         期 別 

科 目 
 

当会計年度 

（18.2.28） 

前会計年度 

（17.2.28） 
増 減 高      

（ 負 債 の 部 ）            

流 動 負 債         ２６８,７８１ ２６４,９８３ ３,７９８

支 払 手 形          ― ７２ △       ７２

買 掛 金          ６６,００１ ６５,１１１ ８８９

短 期 借 入 金          ８２,８８１ ６８,７１８ １４,１６３

社債(１年以内償還） ５,０００ １５,０００ △  １０,０００

未 払 金          １３,３９３ １６,１８８ △   ２,７９４

未 払 法 人 税 等          ２,４７６ ２,５７２ △       ９５

未 払 消 費 税 等          １,１３８ １,１０３ ３５

未 払 費 用          ７,５７０ ７,７８８ △     ２１７

前 受 金          １,０２６ １,０１８ ８

商 品 券          ３８,２４５ ３８,９９８ △     ７５３

預 り 金          ４６,２４８ ４４,２８４    １,９６３

役 員 賞 与 引 当 金 ３２ １８ １４

ポイント金券引当金 ３,０９６ ２,８８４ ２１２

そ の 他 １,６６９ １,２２４ ４４４

固 定 負 債         １７２,３５９ １９８,９３６ △  ２６,５７７

社 債          ２４,８５０ ３０,０００ △    ５,１５０

長 期 借 入 金          ８０,０８９ １０１,７５１ △  ２１,６６２

退 職 給 付 引 当 金          ５０,９３２ ５２,６３１ △    １,６９９

役員退職慰労引当金          ２７９ ３７８ △        ９８

長 期 預 り 金          ７,６９３ ７,５９１ １０２

再評価に係る繰延税金負債 ６,９４０ ３,６５０ ３,２８９

そ の 他 １,５７４ ２,９３３ △   １,３５９

負 債 合 計         ４４１,１４１ ４６３,９２０ △  ２２,７７９

（ 資 本 の 部 ）          

資 本 金         ３９,１６１ ３９,０８５ ７５

資 本 剰 余 金         ２７,１７６ ２７,０９９ ７６

資 本 準 備 金          ９,７８７ ９,７１１ ７５

その他資本剰余金 １７,３８９ １７,３８８ １

利 益 剰 余 金         １０６,０６９ ９９,１２６ ６,９４３

利 益 準 備 金 ６０ ６０ ―

任 意 積 立 金         ８４,０４５ ８４,１９８ △      １５２

当期未処分利益 ２１,９６３ １４,８６７ ７,０９５

土地再評価差額金 ４,１１９ ５,３４１ △   １,２２１

その他有価証券評価差額金 ２６,０３６ １２,９２６ １３,１０９

自 己 株 式         △     ５１７ △     ４３１ △      ８５

資 本 合 計         ２０２,０４５ １８３,１４７ １８,８９７

負 債 資 本 合 計         ６４３,１８６ ６４７,０６８ △    ３,８８１

 

 

 

 

－３― 

 



比 較 損 益 計 算 書           

（単位 百万円） 

     期  別

科  目 
当会計年度 

（17.3.1～18.2.28） 

前会計年度 
（16.3.1～17.2.28） 

増 減 高     
前年増減率

（％） 

（経常損益の部）     

売 上 高         ８３２,９１７ ８３１,００６  １,９１１   0.2

その他の営業収入         １１,３７２ １０,９０３ ４６９ 4.3
営
業
収
益 営 業 収 益 計       ８４４,２９０ ８４１,９０９ ２,３８０   0.3

売 上 原 価         ６０４,３０９ ６０２,９６３ １,３４６ 0.2

販売費一般管理費 ２１８,６４９ ２２０,０７３ △   １,４２３ △   0.6

営
業
損
益
の
部 

営
業
費
用 営 業 費 用 計       ８２２,９５９ ８２３,０３７ △        ７７ △   0.0

営 業 利 益         ２１,３３０ １８,８７２ ２,４５８   13.0

受取利息及び配当金 ３,７８９ ３,３２４ ４６５   14.0

雑 収 入         ４,３９１ ４,７９６ △    ４０４ △  8.4

営
業
外
収
益 営業外収益計 ８,１８１ ８,１２０ ６０ 0.7

支 払 利 息         ４,０４１ ４,３６３ △    ３２１ △  7.4

雑 損 失         ３,３２８ ３,０１６ ３１２   10.3

営
業
外
損
益
の
部 

営
業
外
費
用 

営業外費用計 ７,３７０ ７,３７９ △        ９ △   0.1

経 常 利 益         ２２,１４２ １９,６１３ ２,５２８ 12.9

（特別損益の部）  

固 定 資 産 売 却 益 ３,４４７ １２５ ３,３２２ －

投資有価証券売却益          － ７,２６３ △   ７,２６３ －

子 会 社 株 式 売 却 益 － ９９０ △       ９９０ －

子 会 社 清 算 配 当 金 ４１ １,１３４ △   １,０９３ －

そ の 他 １０ ２２ △        １２ －

 

特 

別 

利 

益 

特 別 利 益 計         ３,４９９ ９,５３６ △   ６,０３６ △  63.3

固 定 資 産 売 却 損 ４７４ ３４５ １２８ －

固 定 資 産 除 却 損 １,７０２ ３,７７３ △   ２,０７１ －

固 定 資 産 評 価 損 － １９７ △      １９７ －

減 損 損 失 － ３,１６９ △   ３,１６９ －

投資有価証券評価損 － ５４８ △      ５４８ －

貸 倒 引 当 金 繰 入 額 － ７０ △        ７０ －

退職給付制度変更損 － ３４７ △      ３４７ －

た な 卸 資 産 評 価 損 － ３４７ △      ３４７ －

事 業 構 造 改 革 損 ４,４９５ ５,０８０ △      ５８５ －

そ の 他 １６ ３３ △        １６ －

特 
 
 

別 
 
 

損 
 
 

失 

特 別 損 失 計          ６,６８８ １３,９１４ △   ７,２２６ △  51.9

税 引 前 当 期 純 利 益  １８,９５３ １５,２３６ ３,７１７ 24.4

法人税、住民税及び事業税             ３,６１２ ２,７３０ ８８２ －

法 人 税 等 調 整 額             ４,６２６ ３,９１８ ７０８ －

当 期 純 利 益        １０,７１４ ８,５８７ ２,１２６ 24.8

前 期 繰 越 利 益             １３,８６４ ６,９７４ ６,８９０ －

中 間 配 当 額 １,３８６ １,１５５ ２３０ －

土地再評価差額金取崩額  △  １,２２８ ４６１ △   １,６９０ －

当 期 未 処 分 利 益  ２１,９６３ １４,８６７ ７,０９５ 47.7

 

 

 

 

 

 

－４－ 

 



 

重要な会計方針 

１．資産の評価基準及び評価方法は次のとおりであります。 

有 価 証 券         満期保有目的の債券 

             償却原価法 

子会社株式及び関連会社株式 

             移動平均法による原価法 

その他有価証券（時価のあるもの） 

            期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部資本直入法により 

            処理し、売却原価は移動平均法により算定しております。） 

その他有価証券（時価のないもの） 

             移動平均法による原価法 

デリバティブ    時価法 

商 品    売価還元法及び個別法による原価法 

ただし、通信販売事業本部の商品は先入先出法による原価法 

貯 蔵 品   先入先出法による原価法 

２．固定資産の減価償却の方法は次のとおりであります。 

有形固定資産     定額法を採用しております。なお、耐用年数及び残存価額については、法 

人税法に規定する方法と同一の基準によっております。 

無形固定資産    定額法を採用しております。なお、償却年数については、法人税法に規定 

          する方法と同一の基準によっております。 

ただし、将来の収益獲得又は費用削減が確実なコンピュータソフトウェア開 

発費については、５年間で均等償却しております。 

３. 重要な引当金の計上の方法は次のとおりであります。 

貸 倒 引 当 金  債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率によ 

り、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収 

不能見込額を計上しております。 

役員賞与引当金   役員賞与の支給に備えるため、支給見込額に基づき計上しております。 

ﾎﾟｲﾝ ﾄ金 券 引 当 金  ポイント金券の発行に備えるため、当期末におけるポイント残高に対する 

将来の金券発行見積り額のうち費用負担となる原価相当額を計上しており 

ます。 

退職給付引当金   従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務及び年金資産 

の見込額に基づき、当期末において発生していると認められる額を計上して 

おります。 

過去勤務債務については、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一 

定の年数(10 年)による定額法により発生時から費用処理しており、また、数

理計算上の差異も、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数

（10 年）による定額法により、発生の翌期から費用処理しております。 

   役員退職慰労引当金         役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく当期末要支給額を引当 

計上しております。 

４．リース取引の処理方法は次のとおりであります。 

  リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引につ 

  いては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 

５．ヘッジ会計の方法は次のとおりであります。 

ヘッジ会計の方法   繰延ヘッジ処理によっております。なお、為替予約取引については振当処理の

要件を満たしている場合には、振当処理を行っております。 

  ヘ ッ ジ 手 段         為替予約取引を行っております。 

  ヘ ッ ジ 対 象         外貨建営業債権・債務 

  ヘ ッ ジ 方 針         当社のリスク管理方針に基づき、為替変動リスクをヘッジすることとしてお 

ります。 

 

－５－ 

 



 ヘッジ有効性評価の方法         ヘッジ対象及びヘッジ手段について、毎会計年度末(中間会計期間末を含む) 

に個別取引毎にヘッジ効果を検証しておりますが、ヘッジ手段とヘッジ対象 

の資産・負債または予定取引に関する重要な条件が同一であり、高い有効性 

があるとみなされる場合には有効性の判定を省略しております。 

リスク管理体制    重要なデリバティブ取引については、当社の経理規定に従い取締役会の決議または

稟議決裁を行い、財務部で取引を実行するとともに管理しております。 

６．消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。 

 

追加情報 

（法人事業税における外形標準課税部分の損益計算書上の表示方法） 

「地方税法等の一部を改正する法律」（平成 15 年法律第 9号）が平成 15 年 3 月 31 日に公布され、

平成 16 年 4 月 1 日以降に開始する事業年度より外形標準課税制度が導入されたことに伴い、当期か

ら「法人事業税における外形標準課税部分の損益計算書上の表示についての実務上の取り扱い」（平

成 16 年 2 月 13 日 企業会計基準委員会実務対応報告第 12 号）に従い法人事業税の付加価値割及び

資本割については、販売費及び一般管理費に計上しております。 

この結果、販売費及び一般管理費が 700 百万円増加し、営業利益、経常利益及び税引前当期純利益

が同額減少しております。 

 

表示方法の変更 

  (差入保証金の区分掲記) 

   従来、貸借対照表上、流動資産「その他」に含めて計上しておりました「差入保証金」は、当期末

において資産総額の 100 分の１を超えたため、区分掲記しました。なお、前期末の「差入保証金」

は 2,647 百万であります。              

 

重要な後発事象 

当社は、平成 18 年 3 月 7 日開催の取締役会において、新株式発行に関して決議し、平成 18 年 3 

月 24 日を払込期日とする公募増資（一般募集）を実施いたしました。その概要は以下のとおりで 

あります。 

①発行する株式の種類及び数  普通株式 16,000,000 株 

②発行価額          １株につき 1,633.45 円 

③発行価額総額        26,135 百万円 

④資本組入額         13,072 百万円 

⑤配当起算日         平成 18 年 3 月 1 日 

⑥資金の使途         全額設備投資に充当 

 

また、当社は平成 18 年 3 月 7 日開催の取締役会の決議に基づき、オーバーアロットメントによる

当社株式の売出しに関連する平成 18 年 4 月 24 日を払込日とする第三者割当増資の実施を予定して

おります。その概要は以下のとおりであります。ただし、シンジケートカバー取引が行われる場合

及び安定操作取引で買付けた株式の全部又は一部につき申し込みが行われない場合、その結果、失

権により本件第三者割当増資における最終的な発行数がその限度で減少し、又は発行そのものが行

われない場合があります。 

①発行する株式の種類及び数  普通株式  2,400,000 株 

②発行価額          １株につき 1,633.45 円 

③発行価額総額        3,920 百万円 

④資本組入額         1,960 百万円 

⑤配当起算日         平成 18 年 3 月 1 日 

⑥資金の使途         全額設備投資に充当 
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貸借対照表注記 

摘    要 
当会計年度 

（18.2.28） 

前会計年度 

（17.2.28） 

１．有形固定資産減価償却累計額 132,171 百万円 129,720 百万円

２．自己株式の数 779,022 株 717,784 株

３．担保に供している資産 115,785 百万円 116,335 百万円

４．保証債務 5,419 百万円 11,983 百万円

５．売掛債権等の流動化 当期末の売掛金及び長期保証金(一年内

含む)残高は、売掛債権等の流動化（信託

方式及び譲渡方式）によりそれぞれ

19,863 百万円及び 1,202 百万円減少して

おります。 

当期末の売掛金及び長期保証金(一年内

含む)残高は、売掛債権等の流動化（信託

方式及び譲渡方式）によりそれぞれ

19,810 百万円及び 1,484 百万円減少して

おります。 

６．土地の再評価 「土地の再評価に関する法律」(平成 10

年3月31日公布法律第34号)及び平成11

年 3 月 31 日の同法律の改正に基づき、事

業用の土地の再評価を行っております。

なお、再評価差額については、当該差額

に係る税金相当額を「再評価に係る繰延

税金負債」として負債の部に計上し、こ

れを控除した金額を「土地再評価差額金」

として資本の部に計上しております。 

再評価の方法 

「土地の再評価に関する法律施行令」(平

成 10 年 3 月 31 日公布政令第 119 号)第 2

条第 3 号に定める固定資産税評価額及び

被合併会社から引継いだ土地のうち第 2

条第 4 号に定める路線価のあるものは当

該路線価にそれぞれ合理的な調整を行い

算出しております。 

再評価を行った年月日 

平成 12 年 12 月 31 日（被合併会社）及び

平成 13 年 2 月 28 日 

土地の再評価に関する法律第10条に定め

る再評価を行った事業用の土地の当期末

における時価の合計額が当該事業用土地

の再評価後の帳簿価額の合計額を下回る

金額は 14,069 百万円であります。 

「土地の再評価に関する法律」(平成 10

年3月31日公布法律第34号)及び平成11

年 3 月 31 日の同法律の改正に基づき、事

業用の土地の再評価を行っております。

なお、再評価差額については、当該差額

に係る税金相当額を「再評価に係る繰延

税金負債」として負債の部に計上し、こ

れを控除した金額を「土地再評価差額金」

として資本の部に計上しております。 

再評価の方法 

「土地の再評価に関する法律施行令」(平

成 10 年 3 月 31 日公布政令第 119 号)第 2

条第 3 号に定める固定資産税評価額及び

被合併会社から引継いだ土地のうち第 2

条第 4 号に定める路線価のあるものは当

該路線価にそれぞれ合理的な調整を行い

算出しております。 

再評価を行った年月日 

平成 12 年 12 月 31 日（被合併会社）及び

平成 13 年 2 月 28 日 

土地の再評価に関する法律第10条に定め

る再評価を行った事業用の土地の当期末

における時価の合計額が当該事業用土地

の再評価後の帳簿価額の合計額を下回る

金額は 14,438 百万円であります。 
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摘    要 
当会計年度 

（18.2.28） 

前会計年度 

（17.2.28） 

７．配当制限  土地再評価差額金は、「土地の再評価に

関する法律」第 7 条の 2 第 1 項の規定に

より、配当に充当する事が制限されてお

ります。 

商法施行規則第 124 条第 3 号の規定によ

り、純資産額のうち配当制限を受ける額

は 26,036 百万円であります。 

土地再評価差額金は、「土地の再評価に

関する法律」第 7 条の 2 第 1 項の規定に

より、配当に充当する事が制限されてお

ります。 

商法施行規則第 124 条第 3 号の規定によ

り、純資産額のうち配当制限を受ける額

は 12,926 百万円であります。 
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損益計算書注記 

摘    要 
当会計年度 

（18.2.28） 

前会計年度 

（17.2.28） 

１．特別損失の「固定資産評

価損」について 
   ― 

電話加入権に係る評価損であります。 

２．特別損失「事業構造改革

損」の主な内訳 

早期退職制度に伴う割増金 1,444 百

万円、子会社等整理損 2,184 百万円、

子会社株式評価損 113 百万円及び子

会社貸倒引当金繰入額 753 百万円で

あります。 

早期退職制度に伴う割増金 4,602 百万

円、子会社株式評価損 246 百万円及び子

会社貸倒引当金繰入額 232 百万円であり

ます。 

３．減損損失について    ― 
当期末において、当社は以下の資産グル

ープについて減損損失を計上しておりま

す。 

場所 用途 種類
減損損失

（百万円）

堺店 

（大阪府堺市） 

店舗等 建物 

その他

９５１

３０４

立川店 

（東京都立川市）

店舗等 建物 

その他

１,６２９

２０７

その他 遊休資産 建物他 ７７

 

当社は、キャッシュ・フローを生み出す

最小単位として店舗を基本単位として、

遊休資産については、当該資産単独で資

産のグルーピングをしております。 

営業活動から生じる損益が継続してマイ

ナスとなる見込みである資産グループの

帳簿価額を回収可能価額まで減額し、 

当該減少額を減損損失３,０９２百万円を

特別損失に計上しました。遊休資産につい

ては、今後経常的な損失が予想されるため

減損損失７７百万円を特別損失に計上し

ました。 

 回収可能価額は、店舗については使用価

値を､遊休資産については正味売却価額を

適用しております。なお、使用価値につい

ては、将来キャッシュ・フローを４%で割

り引いて算定しております。また、正味売

却価額については、路線価方式による相続

税評価額を使用しております。 
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リース取引に関する注記 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引 

 ①リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額、減損損失累計額相当額及び期末残高 

  相当額                              （単位 百万円） 

 
当会計年度 

（18.2.28） 

前会計年度 

（17.2.28） 
増 減 高     

車両及び運搬具 

取 得 価 額 相 当 額           

減価償却累計額相当額 

減損損失累計額相当額 

７７

５１

―

８２

４４

―

△      ５

６

―

期 末 残 高 相 当 額           ２６ ３７ △     １１

器具及び備品        

取 得 価 額 相 当 額           

減価償却累計額相当額 

減損損失累計額相当額 

６,９７０

５,０５４

１１７

７,５６０

４,９３３

１１７

△     ５８９

１２０

―

期 末 残 高 相 当 額           １,７９８ ２,５０８ △    ７１０

合 計        

取 得 価 額 相 当 額           

減価償却累計額相当額 

減損損失累計額相当額 

７,０４８

５,１０５

１１７

７,６４３

４,９７８

１１７

△    ５９５

１２７

―

期 末 残 高 相 当 額           １,８２４ ２,５４６ △    ７２２

（注）取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占める割合が 

低いため、支払利子込み法により算定しております。 

 

 ②未経過リース料期末残高相当額及びリース資産減損勘定期末残高     （単位 百万円） 

 
当会計年度 

（18.2.28） 

前会計年度 

（17.2.28） 
増 減 高     

１ 年 以 内         ９０８ １,１２５ △    ２１６

１ 年 超         ９６７ １,４２１ △    ４５４

合 計         １,８７６ ２,５４６ △    ６７０

リース資産減損勘定期末残高   ５１ １１７ △      ６６

（注）未経過リース料期末残高相当額は、未経過リース料期末残高が有形固定資産の期末残高等 

に占める割合が低いため、支払利子込み法により算定しております。 

 

③支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価償却費相当額及び減損損失（単位 百万円） 

 
当会計年度 

（18.2.28） 

前会計年度 

（17.2.28） 
増 減 高     

支 払 リ ー ス 料         １,２６６ １,３８５ △    １１８

リース資産減損勘定の取崩額 ６６ ― ６６

減 価 償 却 費 相 当 額 １,２００ １,３８５ △    １８４

減 損 損 失 ― １１７ △    １１７

 

 ④減価償却費相当額の算定方法 

  リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。 

 

２．オペレーティングリース取引 

 ・未経過リース料期末残高相当額                   （単位 百万円） 

 
当会計年度 

（18.2.28） 

前会計年度 

（17.2.28） 
増 減 高     

１ 年 以 内         １３,９４０ １３,９４０ ―

１ 年 超         １３０,８３７ １４４,７７８ △   １３,９４０

合 計         １４４,７７８ １５８,７１８ △   １３,９４０

－１０－ 

 



比 較 利 益 処 分 案 

                                  （単位 百万円） 

摘     要 
当会計年度 

（平成 18 年 2 月期）

前会計年度 

（平成 17 年 2 月期） 
増 減 高 

当 期 未 処 分 利 益 ２１,９６３ １４,８６７ ７,０９５

固定資産圧縮積立金取崩額 １１ １５２ △       １４１

合     計 ２１,９７４ １５,０２０ ６,９５４

これを次のとおり処分します 

利 益 配 当 金           １,３８７ １,１５５       ２３１

1 株につき普通配当 4 円 50 銭 3 円 75 銭 ―

次 期 繰 越 利 益           ２０,５８７ １３,８６４ ６,７２３

 

 （注）第 140 期中間配当金は、平成 17 年 11 月 21 日に、1,386 百万円（1 株につき 4 円 50 銭）を 

      実施いたしました。 
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有  価 証 券 関 係 

    

当会計年度 

(18.2.28) 

前会計年度 

(17.2.28) 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものは

ありません。 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものは

ありません。 

 

 

税 効 果 会 計 関 係 

１．繰延税金資産および負債の主な原因別の内訳 
（単位：百万円） 

期 別 

科 目 

当会計年度 

(18.2.28) 

前会計年度 

(17.2.28) 

(1)繰延税金資産 

･貸倒引当金損金算入限度超過額 

･未払事業所税 

･未払事業税 

･たな卸資産評価減 

･未払退職金 

･ポイント金券引当金 

･確定拠出年金未払額 

･その他 

 

４８ 

２２１ 

３８５ 

１５４ 

７７ 

１,２５７ 

４５４ 

６７０ 

６９

２１８

２４３

３０７

１,０１５

１,１７１

５５７

６４８

流 動 の 部 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 繰延税金資産合計 ３,２６８ ４,２３０

(1)繰延税金資産 

･貸倒引当金損金算入限度超過額 

･ｺﾝﾋﾟｭｰﾀｿﾌﾄｳｴｱ開発費償却超過額 

･会社分割に伴う子会社株式評価減 

･株式評価減 

･会員権評価減 

･退職給付引当金損金算入限度超過額 

･減損損失 

･確定拠出年金未払額 

･その他 

 

４,０４９ 

８０９ 

２,５４６ 

２,６６６ 

２０４ 

１９,６０５ 

１,０６４ 

５７６ 

２６５ 

５,８５０

８３６

２,５４６

２,８９３

２１７

１９,２２２

１,２８６

１,１５３

４９９

繰延税金資産小計 

･評価性引当額 

３１,７８７ 

△２,６５４ 

３４,５０６

△２,５６０

繰延税金資産合計 ２９,１３３ ３１,９４６

(2)繰延税金負債 

･固定資産圧縮積立金 

･その他有価証券評価差額金 

 

△    ８,１７７ 

△   １７,７９５ 

△   ８,１６５

△   ８,８３５

繰延税金負債合計 △   ２５,９７３ △  １７,００１

固 定 の 部 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

繰延税金資産の純額 ３,１５９ １４,９４４
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２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異原因 

当会計年度 

(18.2.28) 

前会計年度 

(17.2.28) 

法定実効税率 40.6%

調 

 

 

整 

・ 交際費等一時差異でない項目 

・ 住民税の均等割 

・ 評価性引当額の増加 

・ その他 

0.6%

 0.4%

 0.5%

 1.4%

法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の

負担率との間の差異が法定実効税率の 100 分の 5

以下であるため、記載しておりません。 

税効果会計適用後の法人税等の負担率 43.5%
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